別記第４号様式（第２条関係）
事　業　計　画　書 ※ＧＨ創設の場合の例
１　対象施設の概要
 (１)施設の名称及び所在地　グループホームくまもと
　　　　　　　　　　　　　　熊本県○○市○○町１２３－４
 (２)施　設　の　種　類　
共同生活援助
 (３)事業の目的及び効果　　（３～４行程度で簡潔に）
 (４)設置主体及び経営主体　
社会福祉法人○○○○
 (５)入所（利用）定員
	現 在 定 員
	増 加 定 員
	合　　計

	人
(世帯)
	７人
(世帯)
	７人
(世帯)


２　施設整備費に係る事業計画
  (１)施設の規模及び構造
    ア　整備事業（解体撤去工事費・仮設施設工事を除く。）
     (ア)敷地面積　　○○○㎡
     (イ)敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）　自己所有地　
     (ウ)施設整備の区分（創設、拡張等の別）　創設　　　
     (エ)建物の面積  　建築面積　○○○㎡、延面積　　○○○㎡
     (オ)建物の構造（　木造）
      (注)１　各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付してください。
              なお、拡張及び改造等の場合は、既存建物との関係を明示してください。
　        ２　配置図及び各階平面図を添付してください。
              なお、拡張及び改造等の場合は、既存建物との関係を図面上で明示してください。
    イ　解体撤去工事（既存施設に係るもの）
     (ア)建物の面積  　建築面積　　　　㎡、延面積　　　　　㎡
     (イ)建物の構造（　　　　造）
     (ウ)建築年月日（Ｓ・Ｈ・Ｒ）　　年　　月　　日
     (エ)補助金の区分（○○年度：国庫・民間・自己資金・その他）
     (オ)処分（取りこわし）年月日    　　年　　月　　日
      (注)  既存施設の解体撤去工事がわかるものを添付してください。
    ウ　仮設施設工事
     (ア)建物の面積  　建築面積　　　　㎡、延面積　　　　　㎡
     (イ)建物の構造（　　　　造）
      (注) １ 各室ごとに室名及び面積を明らかにした表を添付してください。
２ 配置図及び各階平面図を添付してください。
  (２)整備費内訳
   ア  主体工事費               ２５，０００，０００円 
   イ  工事事務費                 １，０００，０００円 
   ウ  小計（本体工事費）  　   ２６，０００，０００円 
   エ　介護用リフト等特殊
付帯工事費　　　　 　　　 　       円
　 　　(介護用リフト工事費)　             円
　　　 (　　　　　　　　　)　  　　　　　 円
オ　授産施設近代化設備
　　　 工事費　　　　　　　　   　　　　　円
   カ　授産施設等整備工事
　　　 費　　　　　　　　　　   　　　　　円
キ　解体撤去工事費及び  　           　
       仮設施設整備工事費  　           　
       （解体撤去工事費）  　           　円
       （仮設施設設備工事費）           　円
   ク  その他の工事費　　　               円
   ケ　地域交流スペース　　　 　　　　　　円
　 コ　合　　計                 ２６，０００，０００円
   (注)　工事費費目別内訳書を添付してください。
  (３)財源内訳
   ア  国庫補助金　　　　       １２，８２４，０００円
   イ  県補助金　　　　　         ６，４１３，０００円
   ウ  設置者負担金             　６，７６３，０００円
       （内訳）  自己資金         　　７６３，０００円
                 借入金         　６，０００，０００円
                 寄付金                            円
   エ　合　　計                 ２６，０００，０００円
  (４)施工計画
   ア  直営・請負の別　　直営　・　請負
   イ  契約年月日　　　令和元年１０月　１日
   ウ  着工年月日　　　令和元年１０月　１日
   エ  竣工年月日　　　令和２年３月２０日
   オ  事業開始年月日　令和２年４月　１日
   カ  解体撤去工事関係
    (ア)  直営・請負の別　　直営　・　請負
    (イ)  着工年月日　　　　　年　　月　　日
    (ウ)  完了年月日　　　　　年　　月　　日
   キ  仮設施設工事関係
    (ア)  直営・請負・賃貸借の別　　直営　・　請負　・　賃貸借
    (イ)  工事期間　　　
　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで　　　　日間
    (ウ)  仮設施設の使用期間
　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで　　　　日間
  (５)平成２０年４月１７日社援発第０４１７００１号「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分について」の別添１「厚生労働省所管一般会計補助金等に係る財産処分承認基準」第３の３の（１）に規定する抵当権の設定の有無

有　・　無

  (６)その他参考事項
３　就労訓練設備整備費に係る事業計画
 (１)整備品目内容
	品　目

	数　量

	規　格

	単　価
(円)
	金　額
(円)
	整備目的及び
必要理由

	当該加算を受けている場合は記入

	
	
	
	
	


 (２)その他参考事項
事業所の新設の場合は増加のみ





解体撤去・仮設工事が補助対象となっている場合は記入





補助対象外経費も含めて記入してください。


コの合計額は別記第３号様式のＡ欄の合計額と一致します。





内示通知書を参考に記入してください





予定を記入してください





今回整備に係る借入について、整備予定の建物等に抵当権を設定する場合は「有」、それ以外は「無」に○








